
平成 29 年 1 月

平成 29 年度 平成 38

１．事業概要

（１）

【企業団及び水道事業の概要】

【震災からの復旧状況】 【沿革】

平成3年3月18日 　企業団設立許可
平成3年10月29日　水道用水供給事業認可
平成9年3月31日 　水道事業(末端給水)認可
平成12年4月1日 　水道事業統合 (4水道,2簡易水道)
平成17年4月1日 　水道料金改定(3種類)
平成20年4月1日 　水道料金改定(統一)
平成20年5月1日 　本格給水開始(広域)
平成23年3月11日　東日本大震災及び東京電力㈱
　　　　　　　 　福島第一原子力発電所事故発生
　　　　　　　 　(全域で給水停止)
平成23年3月12日　本庁舎が避難指示区域に指定され
　　　　　　　　 福島県いわき市へ避難(仮事務所設置)
平成23年6月30日　広野町全域へ給水再開
平成23年12月　　 楢葉町の一部給水再開
平成25年4月1日 　本庁舎で業務再開
平成25年10月　　 富岡町の一部給水再開
平成27年2月　　  大熊町の一部給水再開
平成28年3月　　　水道事業変更届出(給水区域の追加)
平成28年10月1日　津波被災・帰還困難区域を除く給水区域
　　　　　　　　 全域で応急復旧を完了

① 給　水

② 施　設　

％

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

双葉地方水道企業団

水道事業

施 設 能 力 28,460 ㎥／日

計 画 期 間 ：

11

～

管 路 延 長

水 源

策 定 日 ：

　双葉地方水道企業団は福島県の東部、浜通り地方のほぼ中央に位置する構成団体5町(広野町、楢葉町、富岡町、大熊
町及び双葉町)が協力して水源を確保し、水道及び工業用水を安全・安定的に供給するため平成3年に福島県の許可を得
て設立しました。

2

計 画 給 水 人 口 56,600供 用 開 始 年 月 日 平成12年4月1日

千ｍ

　

浄水場設置数

※現在給水人口については原子力発電所事故に伴う避難により算出が困難なため、平成21年度値としている。

現 在 給 水 人 口 ※法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用
0.06

配水池設置数

年度

46,395

　水源は福島県が建設する木戸ダムに求め、平成3年10月29日に水道用水供給事業の認可を受け『福島県浜通り地域広域
的水道整備計画』に基づき創設事業を推進したが、施設の合理的運営・水資源の効率的な利用を目的として広域化を図
るべく、平成9年3月に水道事業(末端給水)認可を受けたことにより、平成12年4月1日に構成団体5町の4水道事業・2簡易
水道事業を統合して、合理的かつ能率的な運営を行うべく広域的な水道事業を本格的に開始しました。

　平成20年5月に木戸ダムと施設整備の一部完成に伴い、広域水(ダム水源)の供給を開始して随時給水区域を拡張しなが
ら老朽施設を廃止するなど合理化・効率化を図っていたが、平成23年3月11日に発生した東日本大震災並びに東京電力㈱
福島第一原子力発電所事故により給水区域内の多くが避難指示区域となり、住民も福島県内並びに全国各地への避難を
余儀なくされたことから、平成23年度以降の水道料金収入は大幅な減少となり厳しい経営環境となっている。

別添１－２

双葉地方水道企業団 水道事業 経営戦略

事業の現況

582.66

施 設 利 用 率 32.3

施 設 数

人

人

千㎥／ha

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災並びに
東京電力㈱福島第一原子力発電所事故により給水
区域内の多くが避難指示区域となったが、避難指
示区域の再編にあわせ応急復旧を行ってきた。

　現在は津波被害区域、並びに帰還困難区域を除
き、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町の一部で給
水を再開している。

　今後も引き続き、構成団体5町の復旧復興計画等
を踏まえ、関係機関と連携して復旧・復興事業を
推進していく。

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 
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小山浄水場 
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③ 料　金

基本料金 従量料金

(11m3～)

1m3につき

13㎜ 1,245.2

20㎜ 1,512.0

25㎜ 2,973.2

30㎜ 4,114.8

40㎜ 6,891.4

50㎜ 10,594.8

75㎜ 23,245.9

100㎜ 40,834.8

125㎜ 43,200.0

150㎜ 48,651.8

臨時用 278.6

表2　近隣水道事業体との料金比較表(平成28年4月1日における、口径13㎜、1ヶ月20m3あたり料金)

④ 組　織

※　「事務職」、「技術職」の別は、採用時の職種によるもの。

（２）

①平成18年度に長期経営計画（10年間：平成18年度～平成27年度）を策定。

④組織の見直し(機構改革の実施)

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 ：　別紙のとおり（平成26年度決算値）

口径

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

これまでの主な経営健全化の取組

平成20年　4月　1日料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

129.6

表1　水道料金(税込：円)　現在の料金体系は、使用水量の多少に関係なく水
道メーターの口径により定額の『基本料金』(10ｍ3
まで含む)と、11ｍ3以上の『従量料金』で構成され
ている。

　従量料金については、使用水量が多いほど高い単
価となる『逓増型』ではなく、全ての口径において
単一単価としている。

(10m3まで)

　平成12年の水道事業統合時に3種類あった料金体系
を平成20年に統一したが、福島県内や近隣水道事業
体と比べて低い料金水準である。
　今後の水道施設の大規模更新を迎えるにあたり、
この料金水準で安定的に事業を継続することは困難
であることが見込まれることから、復興の状況を踏
まえて料金改定について検討する必要がある。

双葉地方水道企業団 いわき市 浪江町
南相馬市
(原町区)

相馬地方広域水
道企業団

　双葉地方水道企業団における組織体制について
は、図2のとおりとなっている。職員数は企業団全
体で26名であるが、うち水道事業における職員数
は23名となっている。（平均年齢41.7歳）

②平成20年度に中期経営計画（5年間：平成20年度～平成24年度）を策定。
　　長期経営計画を基に、本格給水開始後の5年間において経営健全化に取り組み、効果額392,791千円であった。
　　実施内容は未納者への徴収強化、資産運用（定期預金）、人件費の削減（職員3名減：26名→23名）、物件費削減
　（経常経費見直し削減）を実施した。

③特定被災地方公共団体補償金免除による繰上償還の実施
　　平成25年度に補償金免除の繰上償還を実施し、効果額10,737千円であった。
　　（旧公営企業金融公庫における利率4％以上の2件の借入について実施。）

　平成21年4月、平成23年4月、平成28年4月に組織見直し(機構改革)を実施した。
・平成21年4月には組織を3課6係5営業所から2課5係5営業所へ課の再編を実施した。
・平成23年4月には組織を2課5係5営業所から2課5係3営業所へ統廃合した。
・平成28年4月には組織を2課5係3営業所から2課7係とし営業所を廃止した。
　これらの組織見直し(機構改革)により、物件費・人件費の削減、業務の窓口を一本化し効率的な住民サービスを提供
できる組織への改編を行った。係の改編については営業所の廃止も踏まえて復旧復興施策を総合的かつ効率的に展開す
るため改編した。

2,541円 3,661円 3,456円 3,510円 3,380円
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図３ 職員の年齢構成 
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２．将来の事業環境

（１）

※1　H22～H26は原子力発電所事故による住民避難のため算定不能。平成27年度以降は推計値
※2　H27以降は『ひと・まち・しごと創生（H28.3）』より一部引用。（年度別人口の記載がないものについては、直線補正にて算出。)

（２）

（３）

　水需要については、平成23年以前においても給水人口の減少に加え、住民の節水意識の浸透や節水器具の普及など生
活様式の変化により減少する傾向であった。

料金収入の見通し

水需要の予測

給水人口の予測

　将来において給水人口が5割程度しか回復しないことが見込まれるため、水需要においても平成22年の5,907,448ｍ3か
ら平成38年において3,330,083ｍ3と、平成22年比で56％程度の回復しか見込めない推計結果となった。

　平成22年3月に策定した水道ビジョンにおいても、国立社会保障人口問題研究所による推計では少子高齢化の影響によ
り行政人口が徐々に減少する推計となっており、給水人口も減少すると推計されていた。
　しかしながら、平成23年3月11日に発生した東日本大震災並びに東京電力㈱福島第一原子力発電所事故により、給水区
域の全てが原発の30㎞圏内となり、その後は政府による避難指示区域となったことから住民は避難を余儀なくされ、給
水人口は激減することとなった。計画期間内の給水人口については、構成5町の『ひと・まち・しごと創生（H28.3）』
により推計しているが、震災前における平成21年の給水人口46,395人から、最終年度の平成38年には24,776人と半減す
ることが見込まれる厳しい推計結果となった。

　将来において給水人口・水需要がが5割程度しか回復しないことが見込まれるため、水道料金においても平成21年の7
億5,882万円から平成38年において4億1,924万円と、平成21年比で55％程度の料金収入しか見込めない推計結果となっ
た。(平成22年は震災に伴う避難により1ヵ月分の水道料金減免を実施)

　水道料金算定については現行料金のままで算定しているが、現在は水道料金の減収分を原子力損害賠償請求の逸失利
益により補てんされている状況であり、原子力損害賠償の有無によっては収入に大きな影響を及ぼすことから、水道料
金の減収分については引き続き、原因者である東京電力㈱に対して強く求めていく。
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図5 水需要（有収水量）推計 
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（４）

【構造物及び設備】

【管路】

【構造物(土木・建築)】

（５）

施設の見通し

組織の見通し

　アセットマネジメントの導入により構造物(土
木・建築)の状況については、2071年～2080年に更
新需要のピークを迎えることから、水需要に基づ
く適正な施設能力を検討したうえで、更新費用の
抑制とともに投資の平準化を図る必要がある。

　当企業団の職員定数条例における職員の定数は
33名(水道30名、工業用水3名)である。
　現在は職員数の削減により水道事業23名で事業
運営しているが、このたびの震災による災害復
旧・復興関連事業に伴い業務量が増加の傾向と
なっている。

　また、計画期間内に4名の退職者を予定している
ことから、今後の災害復旧・復興関連事業への対
応、職員の知識向上や技術継承のため6名の採用を
計画し、計画最終年度の平成38年における職員数
を25名とする。

　アセットマネジメントの導入により老朽施設の状況につ
いては、耐用年数の短い電気・機械・計装設備において更
新基準年数※1の到来に伴い、今後40年間において図7の更
新需要が見込まれる。
　2031年～2035年に更新需要のピークを迎えることから、
水需要に基づく適正な施設能力を検討したうえで、更新費
用の抑制とともに投資の平準化を図る必要がある。なお、
避難指示区域内にある遊休資産等については水需要や施設
余剰能力を踏まえ、避難指示区域の再編時に検討するもの
とする。

※1…更新基準年数

図7　40年間における構造物及び設備の更新需要（現在価値化後の金額）

図8　40年間における管路の更新需要（現在価値化後の金額）

(参照)
『簡易支援ツールを使用したアセットマネジメントの実施マニュアル』
厚生労働省健康課局水道課（平成26年4月）
参考資料　実使用年数に基づく更新基準の設定例より

建築70年、土木73年、電気・計装25年、機械24年を採用

図9　100年間における構造物及び設備の更新需要（現在価値化後の金額）

　アセットマネジメントの導入により老朽管路の状況につ
いては、耐用年数の短い配水支管において更新基準年数※
2の到来に伴い、今後40年間において図8の更新需要が見込
まれる。
　2016年～2020年に更新需要のピークを迎えることから、
水需要に基づく適正な施設能力を検討したうえで、更新費
用の抑制とともに投資の平準化を図る必要がある。
　なお、避難指示区域内にある遊休管路等は平準化する際
には検討から除外し、避難指示区域の再編時や水需要の状
況を踏まえ再検討するものとする。

※2…更新基準年数
(参照)
『簡易支援ツールを使用したアセットマネジメントの実施マニュアル』
厚生労働省健康課局水道課（平成26年4月）
参考資料　実使用年数に基づく更新基準の設定例より採用

(耐震管)
・ダクタイル鋳鉄管　80年
・鋼管　70年
・硬質塩化ビニル管(RRロング継手)　60年

(非耐震管)
・その他配管　40年
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３．経営の基本方針

1-1　水源の保全

1-2　水質管理体制の強化

2-1　水道施設の耐震化

2-2　安定給水の確保

2-3　危機管理体制の強化

3-1　経営の健全化・効率化

4-1　水資源の有効活用

4-2　環境負荷の低減

　当企業団の水道事業は、広域化の創設事業がほぼ終了したことから維持管理の時代へと移り変り、少子高齢化による
人口減少・節水意識の向上等が進み水需用が減少傾向になる状況下で、このたびの東日本大震災並びに東京電力㈱福島
第一原子力発電所事故により、収入の大半を占める料金収入の増が見込めないのが現状である。今後は災害復旧、復興
関連事業及び老朽施設の更新を迎えるなかで健全な財政運営を維持するため、更なる事業の効率化と効果的な運営、並
びに住民帰還による料金収入の確保に取組む必要がある。

　自然災害や、テロ等の人為的被害など様々な事故を想定した体制の強化に向けて、災害対策マニュアルの見直し、定
期的な防災訓練等を実施し応急給水体制や復旧作業を迅速に行える体制の強化、構成町との災害時の協力体制の確立を
図ります。

　地球温暖化、循環型社会の形成等、環境問題への対応策として、工事で発生する建設副産物リサイクルの推進、省エ
ネルギー型への施設更新による電力量等の削減、太陽光発電・小水力発電など自然エネルギーの活用について経済性も
含め検討する。
　引き続きクールビズ、ウオームビズ実施による冷暖房費の抑制、公用車台数の削減及びエコドライブ実施によるCO2
の削減に努める。

　災害時においても、最低限の飲料水を確保するため施設のバックアップ体制の構築を図る。
　既設配水池への緊急遮断弁設置により災害時の必要水量を確保。配水管の整備による各構成町のループ化や近隣水道
事業体との相互バックアップ体制を検討する。

　限りある水を有効利用するために、最優先に石綿セメント管を解消して有収率の向上に努めるとともに、浄水場の効
率的な運転による水処理等に係るエネルギーコストの削減に努め、引き続き漏水調査を強化して有収率の向上・効率的
な事業推進を図る。

　木戸ダムの放流水については、関係機関と連絡調整を図りながら水質の保全・渇水対策を強化する。また水源の放射
性物質モニタリングについてはダム湖底の底質の状況を関係機関と共有し対策を検討する。平成27年には水源地(地下
水)へ濁度計を設置したことから、きめ細かい濁度管理により放射性物質の混入を未然に防ぐことに努める。

　安心で良質な水の確保には原水から蛇口に至るまでの一貫した水質管理の徹底が求められることから、水質検査計画
に基づき水質内容の傾向を把握して水質管理の強化に努める。
　水道水中に含まれる放射性物質モニタリング検査については、小山浄水場に24時間連続モニタリング検査機器を平成
27年より導入して厳しい検査体制を確立しているが、引き続き各浄水場等において毎日検査を実施することにより住民
の放射性物質に対する不安解消を図る。検査結果については広報誌・ホームページ等で引き続き公表する。

　東日本大震災の経験により被害もあったことから、水道施設の耐震対策は急務であるが、原発事故により大半が避難
指示区域となっており現在も給水停止の状態である未稼働資産が多い状況である。
　老朽管更新は引き続き災害復旧や復興事業に合わせ効率的に更新を実施する必要がある。老朽化施設更新や政府避難
指示区域内にある未稼働施設の耐震化についても、今後の構成団体5町の復興計画や政府避難指示区域再編の動向や経
営の健全性も踏まえ、施設の効率的な運用について検討する必要がある。

　本経営戦略における経営の基本方針は、平成22年3月に策定した『双葉地方水道企業団水道ビジョン』の基本施策に基
づき、次のとおりとする。

基本施策 基本目標 基本理念 

安全と安心を未来に 

つなぐ水道 

 1 安心で良質な水の供給 
 1-1 水源の保全 

 1-2 水質管理体制の強化 

 2 災害に強い水道 

 2-1 水道施設の耐震化 

 2-2 安定給水の確保 

 2-3 危機管理体制の強化 

 3 健全な運営基盤の強化  3-1 経営の健全化・効率化 

 4 環境に配慮した水道 

 4-1 水資源の有効活用 

 4-2 環境負荷の軽減 

6/11



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※参照

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　資産の有効活用については、利益剰余金の処分に伴う積立金や内部留保資金については定期預金にて預金利息を見込
んでいる。

　投資における更新費用の財源については、内部留保資金にて対応するが必要最小限の更新のみとし、更新需要の平準
化も図っているが、収益的収入の確保が不確定であるため、平成35年には資本的収支を補てんする財源が不足する結果
となった。なお災害復旧・復興関連事業における補助金・交付金を除く単独費分の財源については、構成団体の負担と
している。

　収支計画における投資以外の経費については、構成団体(5町)における本格的な復旧・復興の実施が見込まれ水需要の
増加も見込まれることから、各経費において震災前に比べ高水準の費用を計上している。

　委託料については、放射性物質モニタリング検査や政府避難指示区域(帰還困難区域)における未復旧区域の水道メー
ター点検を実施し、住民の放射性物質に対する不安解消、並びに帰還困難区域の早期復旧・復興に努めることとした。
また浄水場運転管理については一部施設を工業用水と共有しており、複数年契約(2年)にて入札事務軽減・経費削減を図
こととした。

　修繕費については、構成団体(5町)の復興計画を踏まえて政府避難指示区域(帰還困難区域)における復旧区域の拡張を
計画して、住民の早期帰還・復興に努めることとした。
　動力費については、水需要の増加に伴い計画期間内は増加の傾向となっている。復旧に伴う施設再稼働時には効率的
な水運用が出来るよう広域水を優先的に供給するものとして動力費の軽減を図った。

　料金収入においては、構成団体の復興計画等により水需要の増加が予想されるため水道料金の増加を見込んでいる
が、震災前の53％程度の料金収入しか見込めない結果となっている。

目 標

　重要インフラである水道事業の早期復旧・復興を推進して、震災及び原発事故からの早期復興に貢献
する。

図8　40年間における管路の更新需要（現在価値化後の金額）

　なお更新需要については投資の平準化を図ることとし、避難指示解除の区域において維持管理・点検時に際して設備
診断を行った結果、健全な設備が多く見受けられることから、全ての資産を更新せずに重要度・優先度を反映した必要
最小限の更新計画とした。

【更新事業の概要】
　・小滝平浄水場更新(平成29年～平成32年)
　・石綿管更新(平成29年～平成30年)
　・導水ポンプ設備更新(平成36年、平成38年)一部工業用水道事業と共同施工
　・送水ポンプ設備更新(平成30年～平成37年)
　・薬品注入設備更新(平成38年)
　・監視制御設備更新(平成37年)一部工業用水道事業と共同施工

【新規事業(復興関連)の概要】
　・双葉町における中野地区復興産業拠点・駅西地区開発(平成28年～平成32年)
　・(仮)富岡産業団地に伴う配水管布設(平成29年～平成32年)
　・楢葉町における下繁岡産業エリアに伴う配水管布設・増径(平成29年)

　新規事業の算定については、構成団体の復旧・復興計画に関連する事業を計上した。

　水道料金算定において、原子力発電所事故に伴う水道料金減収分を水道使用者へ負担させることは公平性に欠けるた
め、現行料金のままで算定している。なお、水道料金減収分については原子力損害賠償の逸失利益により補てんするも
のとしているが、平成28年12月現在において賠償の確定している時期は平成27年3月までであり、その後は2年分の一括
賠償にて打切りとの方針が東京電力より示されているため平成30年までの賠償金を見込むこととした。

　このことから、水道料金減収分の原子力損害賠償が打切られた場合には、平成35年に累積欠損金50億円以上を見込
み、資金不足が生じて水道事業の運営を継続することが困難となる結果となった。
　この事業継続の課題となっている原子力発電所事故に伴う減収分については、いち水道事業者の経営努力で解決でき
る範疇を超えており、水道使用者の公平性の観点からも、当時者である東京電力の継続した賠償がなければ解決できな
いものであることから、国や東京電力に対し賠償の継続を強く求めていくものとする。

インフラ復旧推進による住民の早期帰還促進を図り、水需要及び料金収入の増加を確保する。

　更新事業費の算定に当たっては、アセットマネジメントの導入により老朽設備に対する更新需要を算定した。
　今回の算定結果において40年間における更新需要に対して全ての資産を更新対象とする場合には、構造物(土木・建
築)及び設備において142億円、管路において236億円、合計378億円の投資が必要と見込まれた。

図7　40年間における構造物及び設備の更新需要（現在価値化後の金額）

　適正な維持管理により施設・設備の長寿命化を図り、更新需要に対し重要度・優先度を反映した投資
の平準化を図る。

②　収支計画のうち財源についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　原子力発電所事故に伴う避難指示区域における遊休資産については、多くの住民帰還が見込めな
い場合は、施設（水源・ポンプ場・配水池・管路）の廃止・統合を検討する。
　検討時期については、町の復興計画並びに避難指示区域の見直しや中間貯蔵施設の進捗状況にあ
わせて検討する。

　上記の理由により、給水区域縮小及び施設廃止など水需要の減少が見込まれる場合は、浄水場設
備や配水ポンプ設備の更新時において、更新設備の合理化（スペックダウン）を検討する。

そ の 他 の 取 組

　更なる組織の効率化・定員管理を行い、共同事業である工業用水道事業との人事異動による年齢
構成の解消を検討する。給与については構成団体である５町に準じて適正化を検討する。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　流動資産については定期預金以外の債券運用の導入を検討する。
　原子力発電所事故に伴う避難指示区域における遊休資産については、住民の帰還や企業進出など
水需要が見込めない場合は、売却または貸付を検討する。

そ の 他 の 取 組
　原子力発電所事故に伴う水道料金減収分については、原子力損害賠償の逸失利益により補てんさ
れるべきであり、避難指示区域内の財物に関する賠償についても、当事者である東京電力㈱や国に
対し賠償の早期実施を求めていく。

企 業 債

　工業用水道事業と共同で浄水場運転管理を民間委託しているが、今後は長期複数年契約による経
費削減や技術向上・ノウハウ蓄積について検討する。

　今後は老朽管更新・老朽設備の更新並びに避難指示区域内の復旧・復興と調整を図りながら適正
な維持管理を検討する。

　効率的な浄水場運転管理による動力費の低減に努めているが、今後は避難指示区域の復旧・復興
状況も踏まえ、価格・安定供給を考慮して電力自由化に伴う契約相手先の選定について検討する。

　町の復興計画における帰還人口による水需要予測において、震災前の半分程度の収益となってい
るが、原子力発電所事故に伴う避難指示区域再編時の状況を検討したうえで、料金体系の見直しや
料金改定時における資産維持費の導入を検討する。

　今後の原子力発電所事故に伴う避難指示区域の見直しや町の復興計画における新規開発並びに社
会経済情勢の急激な変化などにより、水道事業に大きな影響を与える可能性がある。
　このことから目標・計画に対する進捗管理においては、PDCAサイクルを踏まえた上で可能な限り
フォローアップを行い、計画との乖離が著しい場合には、その原因調査と対策を図り経営戦略の見
直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　今後の施設(土木建築)、設備及び配水管の更新については、耐震・重要度を踏まえ投資の平準化
を検討する。

広 域 化

　平成12年に用水供給事業、4水道事業、2簡易水道事業を統合して広域化をおこなったが、今後も
更なる広域化について関係機関と検討する。
　また、現在も工業用水道と貯水施設、取水施設、導水施設及び浄水設備の一部（薬品注入設備、
監視制御設備）は共用化しているが、町の復興計画並びに避難指示区域の見直しや中間貯蔵施設の
進捗状況にあわせて、工業用水道との更なる共用化及び転用を検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組
　水道メーター（量水器）の更新時には、検針時の自動化・漏水などの早期発見・需要状況の把握
などが可能となるスマートメーターの導入など先進地の状況を参考に検討する。

　今回の収支計画後に発生する大規模更新時において、内部留保資金のみでは財源を確保すること
が困難であることが見込まれるため、企業債の充当ついては債務負担が大きくならないよう留意し
て検討する。

　原子力発電所事故に伴う水道料金減収分については、原子力損害賠償の逸失利益により補てんさ
れるべきであるが、損害賠償が打切られる場合は構成団体5町からの繰入も検討する。

　需要の低迷など厳しい経営環境の中で老朽化した施設の計画的な更新・耐震化、技術職員の不足
や高齢化による技術継承への対応等に取り組んでいく必要がある。その解決策として今後の大規模
更新時における施設整備の際には維持管理を含めPFI導入について検討する。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

繰 入 金

　環境負荷軽減策として、有収率を高めることにより更なる薬品費・動力費の軽減を行い、二酸化
炭素排出量の削減が図れるよう検討する。
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グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　東日本大震災並びに原発事故により、給水区域の大部分
が政府避難指示区域となったことから、給水収益が大幅減
少となっている。給水収益は年々増加傾向ではあるが、各
指標とも震災前の水準には回復していない状況である。こ
のことから、健全で効率的な経営が出来るよう給水収益の
早期改善による収益確保が課題である。
　老朽管更新は引き続き災害復旧や復興事業に合わせ効率
的に更新を実施する必要がある。
　また、老朽化施設更新や政府避難指示区域内にある未稼
働施設の取扱いについては、今後の政府避難指示区域再編
の動向や経営の健全性も踏まえ、施設の効率的な運用につ
いて見直す必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　新しい施設が比較的多いため①有形固定資産減価償却
率、②管路経年化率は類似団体平均値を下回る結果となっ
ているが、平成25年度以降増加しており、今後も増加が見
込まれる。なお、①有形固定資産減価償却率における平成
26年度の増加は、会計基準の見直しによるみなし償却制度
の廃止に伴う増加である。
　③管路更新率については災害復旧や復興事業に合わせ効
率的に管路を更新しているが、類似団体平均値を下回る結
果となった。今後も管路経年化率が増加することを踏ま
え、計画的な更新が必要である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

226.70 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 85.67 96.21 2,541 46,395 204.65

　平成23年3月11日の東日本大震災並びに原発事故により、
給水区域の大部分が政府避難指示区域となったことから、
住民避難や企業撤退に伴い給水収益が大幅減少となってい
る。
　平成23年度以降は、避難指示区域の一部再編に伴う住民
帰還等により、給水収益はわずかだが増加傾向となってい
る。
　①経常収支比率、②累積欠損金比率、④企業債残高対給
水収益比率、⑤料金回収率、⑥給水原価、⑦施設利用率は
改善傾向にあるが、平成26年度においても給水区域の大半
が政府避難指示区域であることから、一日平均配水量・給
水収益は大幅に減少したままであり、類似団体平均値を大
幅に下回る結果となっている。
　③流動比率は毎年100％を大きく上回っており、支払能力
は十分備えているが、給水収益が改善されない場合は減少
することが見込まれる。なお、平成26年度は前年度と比較
し大幅に減少しているが、会計基準の見直しにより1年以内
に償還する企業債を流動負債に計上することによる減少で
ある。
　⑧有収率は災害復旧作業に伴う管洗浄等の無効水量が生
じているため類似団体平均値を大幅に下回る結果となって
いる。
　このことから、震災による災害復旧並びに復興事業を推
進しながら、健全で効率的な経営が出来るよう、給水収益
の増加などの経営改善に向けた取組がが重要課題となって
いる。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

- ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 - -

経営比較分析表

福島県　双葉地方水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.44 0.00 0.14 0.32 0.56

平均値 0.68 0.70 0.81 0.59 0.60

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 81.64 8.57 18.76 76.51 87.67

平均値 108.43 105.61 106.41 106.89 109.04

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 16.57 18.27 20.00 24.03 36.93

平均値 34.47 35.53 36.36 37.34 44.31

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.64 0.64 0.64 0.85 1.38

平均値 6.06 6.47 7.80 8.39 10.09

①経常収支比率(％) 

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 55.72 2,318.53 2,059.54 2,217.82 1,178.38

平均値 5.37 6.79 6.33 7.76 3.77

0.00

5,000.00

10,000.00

15,000.00

20,000.00

25,000.00

30,000.00

35,000.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 1,453.00 33,040.83 11,657.05 9,074.85 737.33

平均値 792.56 832.37 852.01 909.68 382.09

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

7,000.00

8,000.00

9,000.00

10,000.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 522.99 8,701.92 4,747.07 3,437.37 2,731.52

平均値 403.05 403.15 391.40 382.65 385.06

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 69.89 4.81 8.03 9.65 12.95

平均値 97.63 94.86 95.91 96.10 99.07

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 189.98 2,648.60 1,619.46 1,344.80 1,000.61

平均値 172.59 179.14 179.29 178.39 173.03

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 59.33 7.23 12.35 17.27 20.19

平均値 60.17 58.76 59.09 59.23 58.58

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 79.77 52.51 53.08 49.58 45.94

平均値 85.47 84.87 85.40 85.53 85.23

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】 

【89.78】 【59.80】 【164.21】 【104.60】 

【46.31】 【12.42】 【0.78】 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

水道事業 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 232,192 422,334 363,301 328,032 374,317 436,198 430,439 443,055 454,233 471,306 486,973 485,515
(1) 174,425 184,392 196,967 285,493 325,770 366,521 379,307 389,798 400,290 415,657 429,668 429,873
(2) (B) 123,955 102,600
(3) 57,767 113,987 63,734 42,539 48,547 69,677 51,132 53,257 53,943 55,649 57,305 55,642

２． 1,046,954 1,025,905 1,132,731 931,993 466,709 444,759 358,633 354,537 353,428 338,551 341,748 293,408
(1) 62,434 116,515 304,885 90,510 92,757 80,829 2,524 2,524 2,524 2,524 2,524 2,524

26,805 26,210 19,834 4,974 3,524 3,524 2,524 2,524 2,524 2,524 2,524 2,524
35,629 90,305 285,051 85,536 89,233 77,305

(2) 404,376 404,703 402,280 383,918 368,386 358,396 350,608 346,545 345,471 330,628 333,861 285,557
(3) 580,144 504,687 425,566 457,565 5,566 5,534 5,501 5,468 5,433 5,399 5,363 5,327

(C) 1,279,146 1,448,239 1,496,032 1,260,025 841,026 880,957 789,072 797,592 807,661 809,857 828,721 778,923
１． 1,308,634 1,602,062 1,948,310 1,366,017 1,354,708 1,349,161 1,274,464 1,252,557 1,248,123 1,212,095 1,233,133 1,124,772
(1) 184,596 186,723 196,272 209,289 216,782 227,429 215,881 199,935 201,399 210,896 218,931 227,046

87,781 85,090 90,566 91,980 93,930 97,710 97,437 92,472 89,512 91,410 93,348 95,327
17,179 14,063 14,504 16,180 17,921 19,849 6,985 5,059 8,800 11,000 13,200
79,636 87,570 91,202 101,129 104,931 109,870 111,459 107,463 106,828 110,686 114,583 118,519

(2) 292,006 584,652 942,674 365,474 388,099 387,483 340,241 344,762 345,764 343,264 350,310 350,021
43,329 49,859 58,942 71,846 83,184 96,978 99,128 100,633 102,138 105,015 107,501 107,652
84,370 91,758 242,611 69,861 90,231 77,268 52,731 52,731 52,731 52,731 52,731 52,731

164,307 443,035 641,121 223,767 214,684 213,237 188,382 191,398 190,895 185,518 190,078 189,638
(3) 832,032 830,687 809,364 791,254 749,827 734,249 718,342 707,860 700,960 657,935 663,892 547,705

２． 84,421 92,549 94,654 70,437 66,181 61,823 57,359 52,805 48,211 43,625 39,247 35,168
(1) 72,877 68,916 64,859 60,702 56,446 52,088 47,624 43,070 38,476 33,890 29,512 25,433
(2) 11,544 23,633 29,795 9,735 9,735 9,735 9,735 9,735 9,735 9,735 9,735 9,735

(D) 1,393,055 1,694,611 2,042,964 1,436,454 1,420,889 1,410,984 1,331,823 1,305,362 1,296,334 1,255,720 1,272,380 1,159,940
(E) △ 113,909 △ 246,372 △ 546,932 △ 176,429 △ 579,863 △ 530,027 △ 542,751 △ 507,770 △ 488,673 △ 445,863 △ 443,659 △ 381,017
(F) 33,650 37,153
(G) 1,922 59
(H) 31,728 37,094

△ 82,181 △ 209,278 △ 546,932 △ 176,429 △ 579,863 △ 530,027 △ 542,751 △ 507,770 △ 488,673 △ 445,863 △ 443,659 △ 381,017
(I) △ 2,024,852 △ 2,234,130 △ 2,781,062 △ 2,957,491 △ 3,537,354 △ 4,067,381 △ 4,610,132 △ 5,117,902 △ 5,606,575 △ 6,052,438 △ 6,496,097 △ 6,877,114
(J) 2,200,074 2,433,293 2,251,915 2,171,550 1,621,296 1,064,152 591,753 137,536 △ 313,942 △ 739,222 △ 1,188,026 △ 1,622,032

41,704 15,623 36,762
(K) 308,514 238,001 246,288 250,544 254,902 259,365 262,082 265,191 261,661 254,631 246,348 230,504

179,780 183,841 187,993 192,249 196,607 201,070 203,787 206,896 203,366 196,336 188,053 172,209

107,658 34,230 38,365 38,365 38,365 38,365 38,365 38,365 38,365 38,365 38,365 38,365
( I )

(A)-(B)

(L) △ 79,241 372,237 797,517 1,246,321 1,680,327

(M) 232,192 298,379 260,701 328,032 374,317 436,198 430,439 443,055 454,233 471,306 486,973 485,515

△ 17.9 81.9 169.2 255.9 346.1

(N) △ 79,241 372,237 797,517 1,246,321 1,680,327

(O)

(P) 232,192 298,379 260,701 328,032 374,317 436,198 430,439 443,055 454,233 471,306 486,973 485,515

△ 17.9 81.9 169.2 255.9 346.1

他 会 計 補 助 金

平成36年度 平成37年度 平成38年度平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度平成30年度 平成35年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他 補 助 金

1,416872 749 1,067 902 945 932 1,071 1,155 1,234 1,284 1,334

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

補 助 金



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

水道事業 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３． 14,502 34,554 164,774 2,200

４． 8,307 1,542 1,572 1,602 1,634 1,666 1,699 1,732 1,766 1,801 1,837 1,873

５．

６． 109,852 199,689 404,164 405,063 355,397 511,753

７． 44

８． 172,013 239,384 490,627 218,733 177,699 255,878

９．

(A) 304,718 475,169 1,061,137 627,598 534,730 769,297 1,699 1,732 1,766 1,801 1,837 1,873

(B)

(C) 304,718 475,169 1,061,137 627,598 534,730 769,297 1,699 1,732 1,766 1,801 1,837 1,873

１． 328,503 412,961 1,178,161 750,872 694,308 975,655 98,006 105,702 113,159 105,154 140,672 128,952

２． 175,818 179,782 183,841 187,993 192,249 196,607 201,070 203,787 206,896 203,366 196,336 188,053

３．

４．

５． 13 13 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

(D) 504,334 592,756 1,362,007 938,870 886,562 1,172,267 299,081 309,494 320,060 308,525 337,013 317,010

(E) 199,616 117,587 300,870 311,272 351,832 402,970 297,382 307,762 318,294 306,724 335,176 315,137

１． 198,198 113,753 293,822 311,272 351,832 402,970 297,382 307,762

２．

３．

４． 1,418 3,834 7,048

(F) 199,616 117,587 300,870 311,272 351,832 402,970 297,382 307,762

318,294 306,724 335,176 315,137

(G)

(H) 3,235,794 3,056,012 2,872,171 2,684,178 2,491,929 2,295,322 2,094,252 1,890,465 1,683,569 1,480,203 1,283,867 1,095,814

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

45,375 46,683 42,017 27,485 28,994 30,422 30,489 32,346 32,761 33,927 35,121 35,085

23,817 26,973 25,865 24,739 27,584 29,044 30,044 31,934 32,384 33,584 34,814 34,814

21,558 19,710 16,152 2,746 1,410 1,378 445 412 377 343 307 271

22,809 36,096 166,346 3,802 1,634 1,666 1,699 1,732 1,766 1,801 1,837 1,873

15,171 3,455 16,477 220

7,638 32,641 149,869 3,582 1,634 1,666 1,699 1,732 1,766 1,801 1,837 1,873

68,184 82,779 208,363 31,287 30,628 32,088 32,188 34,078 34,527 35,728 36,958 36,958

平成35年度 平成36年度 平成37年度

他 会 計 負 担 金

平成38年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成37年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

平成38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度平成30年度本年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)


